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１．主要経済指標 

（１）オーストリア 

 

 
2024年 

2024年 2025年 出典 

（単位） 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 

実質 GDP成長率 -1.0 -0.9〔-0.1〕 -0.4〔-0.0〕 -0.4〔0.1〕 0.1〔0.1〕* 1(a,b) 

労働 

 

標準賃金指数 134.4 135.0 135.0 135.0 135.1 135.6 135.7 138.8 138.9 139.0 139.2 139.8 139.9 1(c) 

失業率（ILO基準） 5.2 5.1 5.4 5.6 5.6 5.1 5.4 5.5 5.3 5.6 5.5 5.4 5.8 2(a) 

消費 小売売上高指数（自動車除く） 113.6 114.5 111.8 111.2 118.6 118.1 130.8 106.0 103.0 116.5 120.7   1(d) 

自動車売上高指数 112.5 114.8 96.1 109.1 128.6 116.4 99.8 104.9 108.2 129.1 129.7   1(d) 

企業 生産指数 101.4 104.3 92.3 106.2 107.4 107.3 105.2 87.5 93.6 109.9 100.9 99.5  1(d) 

製造業景況指数 -10.5 -15 -15 -4 -6 3(e) 

破産件数 6,550 1,597 1,655 1,741 1,759 4(f) 

国外 貿易収支（通関ベース）  22 7.1 -5.8 2.7 0.4 -3.7 -3.2 3.1* 0.4* -8.9* -4.5*   2(g) 

 輸 出 1,912 171 135 160 175 162 136 158* 162* 166* 160*   2(g) 

輸 入 1,890 164 141 158 175 166 139 155* 162* 175* 164*   2(g) 

経常収支 116.7 12.9 22.5 43.8  5(g) 

外国人旅行客数 3,220 400 431 254 204 128 293 297 306 254 189   2(h) 

 日本人旅行客数 

ウィーン州の日本人旅行客数 
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2(h) 

6(h) 

物価 消費者物価指数（CPI）上昇率 2.9 2.9 2.3 1.8 1.8 1.9 2.0 3.2 3.2 2.9 3.1 3.0 3.3 2(a,b) 

 

出典 : 1.オーストリア経済研究所(https://www.wifo.ac.at/)、2.オーストリア統計局(https://www.statistik.at/)、3.オーストリア産業連盟(https://www.iv.at/)、 

4.オーストリア融資保護連盟(https://www.ksv.at/KSV/1870/)、5.オーストリア国立銀行(https://www.oenb.at/)、6.ウィーン観光局(https://b2b.wien.info/de) 

 

（単位）: (a)％、(b)前年同期比〔括弧内は前期比〕、(c)2016年を 100とした値、(d)2021年を 100とした値、(e)「良いという回答の割合」－「悪いという回答の割合」、(f)件、(g)億ユーロ、(h)万人 

 

                                                         *暫定値 

https://www.wifo.ac.at/
https://www.statistik.at/
https://www.iv.at/)、
https://www.ksv.at/KSV/1870/
https://www.oenb.at/
https://b2b.wien.info/de
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（２）中・東欧 
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実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

出典：ウィーン国際経済研究所、オーストリア経済研究所 

（注 1）HICP：（欧州）消費者物価指数 
（注 2）実質 GDP成長率と HICP上昇率は前年比 
（注 3）2025年と 2026年は予測値  

2024年 

1.2% 

2.7% 

2.6% 

チェコ  https://wiiw.ac.at/czechia-overview-ce-5.html 

 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

2024年 

2.9% 

3.7% 

2.9% 

ポーランド  https://wiiw.ac.at/poland-overview-ce-8.html 

 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

2024年 

2.1% 

3.2% 

5.3% 

スロバキア  https://wiiw.ac.at/slovakia-overview-ce-12.html 

 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

 2024年 

0.5% 

3.7% 

 4.5% 

ハンガリー  https://wiiw.ac.at/hungary-overview-ce-6.html 

 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

2024年 

3.9% 

4.0% 

5.0% 

クロアチア  https://wiiw.ac.at/croatia-overview-ce-4.html 

 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

2024年 

1.6% 

2.0% 

3.7% 

スロベニア  https://wiiw.ac.at/slovenia-overview-ce-13.html 

 

2025年 
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2026年 

2.4% 
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2.6% 

2025年 

3.5% 

4.2% 

2.9% 

 

2026年 

3.5% 

3.0% 

2.7% 

2025年 

1.4% 

3.9% 

5.6% 

 

2026年 

2.0% 

2.8% 

5.5% 

 2025年 

0.7% 

5.0% 

4.2% 

 

 2026年 

2.2% 

4.5% 

4.0% 

 

 2025年 

2.9% 

3.5% 

   4.9% 

 

2026年 

2.8% 

2.9% 

4.9% 

2025年 

1.6% 

2.1% 

3.6% 

 

2026年 

2.3% 

2.0% 

3.5% 

実質 GDP成長率 

HICP上昇率 

失業率 

オーストリア  https://www.wifo.ac.at/daten/wifo-wirtschaftsdaten 
 

2024年 

-1.0% 

2.9% 

5.2% 

 

2025年 

0.0% 

2.7% 

5.4% 

2026年 

1.2% 

2.1% 

5.2% 

https://wiiw.ac.at/czechia-overview-ce-5.html
https://wiiw.ac.at/poland-overview-ce-8.html
https://wiiw.ac.at/slovakia-overview-ce-12.html
https://wiiw.ac.at/hungary-overview-ce-6.html
https://wiiw.ac.at/croatia-overview-ce-4.html
https://wiiw.ac.at/slovenia-overview-ce-13.html
https://www.wifo.ac.at/daten/wifo-wirtschaftsdaten
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２．政党支持率 

（１）国民議会選挙を仮想した支持政党 

 2024年 

国民議会選挙得票率 

2024年 2025年 

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 

自由党 28.8% 27% 26% 33% 33% 36% 35% 35% 34% 34% 34% 33% 37% 

国民党* 26.3% 23% 25% 23% 21% 20% 18% 19% 21% 21% 20% 22% 19% 

社民党* 21.1% 20% 21% 21% 19% 19% 21% 21% 20% 20% 21% 20% 20% 

NEOS* 9.1% 12% 12% 10% 11% 10% 12% 11% 11% 10% 9% 11% 9% 

緑の党 8.2% 8% 8% 8% 8% 8% 9% 9% 9% 9% 10% 10% 10% 

 

（２）首相適任者として支持する政治家（括弧内の数字は前任者） 

 

 

2024年 2025年 

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 

キクル自由党党首 22% 20% 28% 25% 28% 25% 27% 24% 28% 25% － － 

シュトッカー国民党党首（首相）* (17%) (19%) (18%) (17%) (15%) (13%) 10% 12% 13% 13% － － 

バブラー社民党党首（副首相）* 12% 12% 13% 12% 12% 12% 11% 11% 11% 13% － － 

マインル＝ライジンガーNEOS党首* 9% 8% 9% 9% 8% 10% 11% 11% 9% 8% － － 

ゲヴェスラー緑の党党首 (3%) (5%) (4%) (3%) (4%) (4%) (6%) (4%) (4%) (6%) － － 

 

*与党                                                       出典：エスタライヒ紙（https://www.oe24.at/oesterreich/politik/umfragen） 

https://www.oe24.at/oesterreich/politik/umfragen
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３．経済情勢 

（１）オーストリア 

 

①「2024年の地域総生産で全ての州がマイナス成長」 

 7月 3日、オーストリア経済研究所（WIFO）は農林業を除いた地域総生産の暫定値を発表した。同発表によると、2024年にオーストリアの実質 GDP成長

率が-1.0%を記録する中、全ての州の地域総生産がマイナス成長となった。とりわけ、製造業が落ち込んだオーバーエスタライヒ州（-3.5%）とケルンテン

州（-3.3%）でマイナス幅が大きく、観光業のウエイトが比較的高いウィーン州（-0.2%）、ザルツブルク州（-0.2%）、チロル州（-0.5%）ではマイナス幅が

小さかった。ニーダーエスタライヒ州が-1.9%、ブルゲンラント州が-1.5%、シュタイアーマルク州が-1.3%、フォアアルベルク州が-1.0%となっている。 

✦関連リンク：https://www.wifo.ac.at/news/rezession-traf-oesterreichs-regionen-unterschiedlich-hart/ 

オーストリア経済研究所（3日付） 

 

②「レストラン SAKAIが閉店」 

 ウィーン市 8区の和食レストラン SAKAIが 6月末をもって閉店した。店主であり料理人の酒井浩氏が年金生活に入るためである。同氏は当時の ANAグラ

ンドホテル・雲海の料理長としてウィーンに赴任し、雲海で約 15年間の経験を積んだ後、2013年に独立して SAKAIを立ち上げた経緯がある。「雲海ではお

客さんとの距離が遠かったため、よりお客さんに近づきたかった」という理由から独立して約 12年間にわたり、ウィーンで和食レストランのトップレベル

に君臨し続けた。 

✦関連リンク：https://www.diepresse.com/19863932/aus-fuer-das-wiener-sakai 

各紙（3日付） 

 

③「ウィーン州の日本人旅行客数が上半期に前年同期比約 30%増の 3万 7,689人を記録」 

 ウィーン観光局の発表によると、6月のウィーン州の旅行客数は前年同月比 1.2%減の約 73万人（旅行客宿泊数は同 1.2%増の約 167万泊）を記録した。こ

れにより、上半期の旅行客数は前年同期比 3.8%増の約 376万人（旅行客宿泊数は同 6.5%増の約 883万泊）となった。日本人は 6月については、旅行客数が

前年同月比 17.7%増の 7,742人、旅行客宿泊数が同 16.6%増の 1万 7,886泊、上半期については、旅行客数が前年同期比 29.6%増の 3万 7,689人、旅行客宿

泊数が同 28.4%増の 8万 7,991泊。また、ウィーン空港公社の発表によると、ウィーン空港の乗降客数は 6月に前年同月比 0.4%減の約 301万人、上半期に前

年同期比 2.4%増の約 1,474 万人を記録した。同様に貨物便発着数は 6月に前年同月比 3.9%増の約 2万 6,000回、上半期に前年同期比 9.1%増の 15 万 4,000

回を記録した。 

✦関連リンク：https://b2b.wien.info/de/newsroom/corporate-news/statistik-halbjahresbilanz-2025-955042 

ウィーン観光局、ウィーン空港公社（15日、23日付） 

 

https://www.wifo.ac.at/news/rezession-traf-oesterreichs-regionen-unterschiedlich-hart/
https://www.diepresse.com/19863932/aus-fuer-das-wiener-sakai
https://b2b.wien.info/de/newsroom/corporate-news/statistik-halbjahresbilanz-2025-955042
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④「ウィーン市交通局が水素バスを 9月から導入」 

 7月 17日、ウィーン市交通局（Wiener Linien）は、9月から水素バスを導入すると発表した。現行では約 60台の電動バスが各路線で運行しているが、そ

のうち、旧市街の二路線（2Aと 3A）で 10台の水素燃料電池を利用した電動バスの運行が開始される。これにより、この二路線で一回の充電による走行可能

距離が格段に向上し、気候変動対策にさらに貢献することになる。 

✦関連リンク：https://presse.wien.gv.at/presse/2025/07/17/wiener-linien-praesentieren-emissionsfreie-wasserstoff-e-busflotte 

ウィーン市交通局（17日付） 

 

⑤「オーストリア政府が飲食店におけるチップに対する課金を全国で統一」 

7 月 24 日、ツェートナー経済省観光担当副大臣は、連立与党が飲食店におけるチップに対する課金で合意したと発表した。同発表によると、現行、給仕

が受け取るチップは法的に非課税であるが、これに対する社会保障費の支払いが義務付けられているところ、一部収入の追跡が困難である中で地域差を含み

不公平が生じているため、支払い規準を全国で統一する。つまり、料金を徴収する給仕の場合、2026年に月額チップ収入 65ユーロ、2027年に同 85ユーロ、

2028年に同 100ユーロに対して社会保障費（概ね労使折半）を徴収し、料金を徴収しない給仕の場合、2026年に同 45ユーロ、2027年に同 45ユーロ、2028

年に同 50ユーロに対して徴収する。その際、これらの収入を超える分に対しては徴収しないこととし、これらの収入を下回る場合はその分徴収は減額され

る。2029年以降はインフレ率に応じて収入の設定額を変動させる。なお、チップに対する課税は引き続き行わない。 

✦関連リンク：https://www.derstandard.at/story/3000000280734/einigung-beim-trinkgeld-so-sieht-die-neue-regelung-aus 

各紙（24日付） 

 

⑥「Ams-Osram社がランプ製造部門をウシオ電機に売却」 

7月 29日、オーストリアの半導体製造大手である Ams-Osram社（本社:シュタイアーマルク州プレムシュテッテン）は、エンターテイメント・産業用ラン

プ製造部門をウシオ電機に売却するとプレスリリースを通じて発表した。クロージングは 2026年第 1四半期を予定しており、全世界で同部門の従業員約 500

人がウシオ電機に移籍する。Ams-Osram 社は 4 月に財務健全化計画を発表し、部分的売却により、拡大した負債のうち 5 億ユーロ超の返済を目指している。

今回の売却はその一環で、売却額は 1億 1,400万ユーロとなる。同社のカムパーCEOは同プレスリリースの中で「ウシオ電機は、高度な技術による我々のニ

ッチな事業であるランプ部門にとって最高の受け入れ先である。我が社は財務を健全化した後、本業である半導体製造部門に集中していく」と説明した。 

✦関連リンク：https://www.kleinezeitung.at/wirtschaft/19946420/um-114-millionen-euro-ams-osram-verkauft-teile-des-lampengeschaefts 

各紙（29日付） 

 

 

 

 

 

https://presse.wien.gv.at/presse/2025/07/17/wiener-linien-praesentieren-emissionsfreie-wasserstoff-e-busflotte
https://www.derstandard.at/story/3000000280734/einigung-beim-trinkgeld-so-sieht-die-neue-regelung-aus
https://www.kleinezeitung.at/wirtschaft/19946420/um-114-millionen-euro-ams-osram-verkauft-teile-des-lampengeschaefts
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（２）中・東欧 

 

①「中・東欧経済は引き続き堅調に推移する見通し」 

7月 1日、ウィーン国際経済研究所（WIIW）は中・東欧中期経済予測を発表した。同発表によると、イスラエルとイランの紛争及びトランプ米国大統領の

貿易政策が大きな不安定要素となり、難しい国際情勢が続く中でも、中・東欧 23か国の経済は概ね堅調に推移する。同紛争がエスカレートし、原油価格が

高騰しないことを条件とするが、同諸国の実質 GDP成長率は 2025年に+2.6%、2026年に+2.8%となる。うち、中・東欧 EU加盟諸国の実質 GDP成長率は 2025

年が+2.3%、2026年が+2.8%の予測で、ユーロ圏（2025年が+0.7%、2026年が+1.4%）を大きく上回る。ただし、ハンガリー、スロバキア、ルーマニアは財政

問題を抱えており、比較的低い成長率に抑制される。加えて、ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロバキア、ルーマニアはドイツ製造業の業績悪化の影響

を受けるが、実質賃金上昇等に起因する個人消費増加に支えられる。西バルカン諸国は 2025年が+3.0%、2026年が+3.6%の予測。他方、ウクライナの実質 GDP

成長率は 2025年が+2.5%、2026年が+4.0%にとどまる。工業生産及び個人消費が堅調であるが、ロシアの攻撃による破壊が余りにも大きい。その際、徴兵の

ために労働力の不足が深刻化し、干ばつにより農業への悪影響が懸念される他、インフレ率が 16%程度を推移し、ウクライナ中銀は政策金利を 15.5%に据え

置きせざるを得ない状況にあることから、これらも経済成長を鈍化させる要因となっている。また、ロシアの実質 GDP成長率は 2024年の+4.3%から 2025年

に+2.0%、2026年に+1.8%へと大幅に低下する。その主な原因は高いインフレ率（6%）に起因する政策金利（20%）にある。ロシア経済は軍需産業を原動力と

しているが、他の産業は停滞するかマイナス成長となっている。また、予想されていた米国による対ロシア制裁の緩和が非現実的となったことも原因の一つ

である。他方、財政赤字は 2025年に対 GDP比 1.8%に達する見通しであるが、予算上、戦争を継続するために十分な余裕がある。 

✦関連リンク：https://wiiw.ac.at/summer-forecast-iran-conflict-to-have-little-impact-on-growth-in-eastern-europe-n-689.html 

ウィーン国際経済研究所（1日付） 

 

②「オーストリア政府が 2027年ベオグラード万博への参加を決定」 

 オーストリア政府は 2027年ベオグラード万博への参加を正式決定した。同万博のテーマは「Play for Humanity – Sport and Music for All」で、最高

150か国の参加により約 410万人の訪問者が見込まれている。ハットマンスドルファー・オーストリア経済相は、西バルカン地域で初めての万博であること

を強調し、オーストリア経済界が同地域での基盤を強化するためにベオグラード万博を活用していきたいと参加の理由について説明した。国際貿易センター

（ITC）の分析によると、オーストリアの同地域への輸出額は 2024 年に約 22 億ユーロに上っているが、今後 5 年以内に最高 32 億ユーロに拡大するポテン

シャルがある。 

✦関連リンク：https://www.bmwet.gv.at/Presse/AktuellePressemeldungen/EXPO-2027-in-Belgrad.html 

オーストリア経済省（25日付） 

 

 

 

 

https://wiiw.ac.at/summer-forecast-iran-conflict-to-have-little-impact-on-growth-in-eastern-europe-n-689.html
https://www.bmwet.gv.at/Presse/AktuellePressemeldungen/EXPO-2027-in-Belgrad.html
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４．内外政・社会情勢 

 

①「エトシュタードラー元首相府相がザルツブルク州首相に就任」 

 7月 2日、ハスラウアー・ザルツブルク州首相（国民党）が同州議会に正式に引退を届け出たことを受け、その後任としてエトシュタードラー元首相府相

（国民党）が同州議会で州首相に選出された（8 日にファン・デア・ベレン大統領が認証）。同州では国民党と自由党による連立政権が樹立されており、州

議会では 36人の議員のうち、両党に社民党を加えた 29人がこれに賛成票を投じた。 

✦関連リンク：https://service.salzburg.gv.at/lkorrj/detail?nachrid=71329 

ザルツブルク州（2日、8日付） 

 

②「タバコ屋でのカンナビスの販売が合法化」 

 行政裁判所が THC（精神活性成分）3%以下の喫煙可能なカンナビスをタバコ税の対象とする判決を下したことを受け、タバコ屋（Tabaktrafikanten）での

同カンナビスの販売が合法化される。オーストリア財務省によると、タバコ屋はタバコ専売法に基づき、当局に許可された問屋のみからタバコ製品を仕入れ

ることを義務付けられており、この判決を通じて、同カンナビスもタバコ製品に含まれると解釈されるためである。既に同カンナビスの扱う複数の問屋業者

が当局の許可を得ており、7月末からタバコ屋で同カンナビスを購入することが可能になる。ただし、タバコ製品と同様、健康上の警告措置がとられ、青少

年保護規定が適用される。 

✦関連リンク：https://www.bmf.gv.at/presse/pressemeldungen/2025/juli/cbd-vertrieb.html 

オーストリア財務省（9日付） 

 

③「オーストリアで移民背景を持つ者の割合が人口全体の 27.8%に上昇」 

 オーストリア統計局の発表によると、オーストリアで二世代までの移民背景を持つ者の人口は 2024 年に約 251 万人を記録し、全人口の 27.8%に達した。

その割合は 2015年の 21.4%から上昇を続けており、この 10年間、専ら移民により人口が増加し、移民を除外すると人口は減少している。また、長期的に見

て、今後も移民が来なければ、人口は 1950年代の水準まで減少すると試算される。 

✦関連リンク：https://www.statistik.at/fileadmin/announcement/2025/07/20250716MigrationIntegration2025.pdf 

オーストリア統計局（16日付） 

 

④「ウィーン旧市街が極右デモにより大混乱」 

 7 月 26 日、ウィーン旧市街で極右組織「イデンティテーレ運動」による極右デモが実施され、複数の反対デモの行進をともなう旧市街全体を巻き込む異

例の大騒動となった。ウィーン州警察の発表によると、主に反対デモと警察の衝突により、傷害、器物破損などによる告発件数は 200 件を超え、56 人が逮

捕された。同極右デモは外国人を追い出すことを目的とする「再統合」をスローガンとして掲げており、地下鉄車内を含む至る所で「外国人出ていけ」と合

唱する事態となった。 

https://service.salzburg.gv.at/lkorrj/detail?nachrid=71329
https://www.bmf.gv.at/presse/pressemeldungen/2025/juli/cbd-vertrieb.html
https://www.statistik.at/fileadmin/announcement/2025/07/20250716MigrationIntegration2025.pdf
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✦関連リンク：https://kurier.at/chronik/wien/identitaere-rechtsextreme-demo-innenstadt-auslaender-raus/403061892 

ウィーン州警察、各紙（26日、27日、29日付） 

 

⑤「EESが 10月 12日から稼働」 

 7月 30日、欧州委員会は、先延ばしにされていた EES（出入国管理システム）を 10月 12日に開始すると発表した。EESは不法移民の流入を妨げることを

目的とし、シェンゲン領域の国境にセルフサービスの登録用機器を設置しつつ、旅券へのスタンプを省略する代わりに旅券情報、顔写真、指紋を登録するこ

とにより出入国データを厳格に管理するものである。導入国はシェンゲン協定加盟 29か国で、対象者は域外国籍を所有する短期滞在者である。ひとまず、

開始から６か月間の移行期間が設けられる。 

✦関連リンク：https://www.nachrichten.at/politik/aussenpolitik/neues-eu-ein-und-ausreisesystem-startet-ab-12-oktober;art391,4072983 

各紙（30日付） 

 

⑥「ウィーン市 16区 Yppenplatz周辺を武器所持禁止区域に指定」 

 ウィーン州警察は、市内 16 区 Yppenplatz 周辺を 8 月 1 日から武器所持禁止区域に指定した。これにより、武器及び暴力行為に使用可能な物品を所持す

ることが禁止され、違反した場合、これらを押収された上、行政処罰を科される。また、同じく Yppenplatzの公園付近を同日から保護区域に指定し、危険

とみなされる人物の立ち入りが禁止され、退去命令を無視した場合、行政処罰が科される。ウィーン市で武器所持禁止区域が指定されるのは 10区中心部、

2 区プラーターシュテルン付近に続いて 3 か所目である。Yppenplatz ではとりわけ、2024 年夏に麻薬取引をめぐる争いがエスカレートし、発砲事件が起き

ている。 

✦関連リンク：https://www.polizei.gv.at/wien/presse/aussendungen/presse.aspx?prid=35704D3732536A7A76534D3D&pro=1 

ウィーン州警察、各紙（30日付） 

 

（以 上） 

https://kurier.at/chronik/wien/identitaere-rechtsextreme-demo-innenstadt-auslaender-raus/403061892
https://www.nachrichten.at/politik/aussenpolitik/neues-eu-ein-und-ausreisesystem-startet-ab-12-oktober;art391,4072983
https://www.polizei.gv.at/wien/presse/aussendungen/presse.aspx?prid=35704D3732536A7A76534D3D&pro=1

